
住民１人当たりの金額：合計40万3,722円� （令和２年３月末人口：３万３,５５３人）

町 税 繰 越 金 財産収入 諸 収 入 使用料および手数料

１５万６５２円 １万４,１４１円 １,４２５円 ８,３５８円 ６,４９６円

分担金および負担金 繰 入 金 寄 付 金 国庫支出金 地方交付税

４,１９２円 １万２,６９２円 ７万６４４円 ４万７,７３５円 １万９,２８４円

県支出金 町 債 地方消費税交付金 依存財源その他

２万４,３９３円 １万９,１５７円 １万６,６１５円 ７,９４０円

町税
50億5,482万円

繰越金　4億7,446万円

財産収入　4,782万円

諸収入　2億8,045万円

使用料および手数料　2億1,797万円分担金および負担金　1億4,064万円

繰入金　4億2,584万円

寄付金
23億7,031万円

その他　2億6,641万円
［内訳］地方譲与税� 7,708万円
　　　地方特例交付金� 1億2,783万円
　　　自動車取得税交付金� 1,477万円
　　　環境性能割交付金� 454万円
　　　利子割交付金� 308万円
　　　その他� 3,911万円

合計
135億4,609万円国庫支出金

16億166万円

地方交付税
6億4,702万円

県支出金
8億1,846万円

町債　
6億4,276万円

地方消費税交付金　5億5,747万円

収 入収 入

自依

主

存

財

財

源

源

◇収　入
　収入は、平成３０年度よりも１６億７,３７１万円
少なくなりました。これは、平成３０年度に新設
中学校建設事業と新宮中学校の給食室などの整備
が終了したことにより、国庫支出金や地方債が減
額となったことが影響しています。
　内訳は、町税など町が主体的に収入できる自主
財源が約６６.５％であり、国や県からの交付金や
町の借金である町債などの依存財源は約３３.５％
です。
　また、町税は、町民税、固定資産税、町たばこ
税などが増加したため２億６,０６２万円（対前年
度比５．４％）の増加、寄付金は、ふるさと寄付
金が増加したため２億４,１９３万円（対前年度比
１１.４％）の増加となっています。

　収入から支出を引いた額は、６億３,８３６万円で
黒字となっています。このなかには、令和元年度
中に完成しなかったため令和２年度に繰り越す事
業に充てる収入も含まれています。その額を除い
た実質収支は、２億９,５７３万円の黒字です。

一 般一 般 会 計会 計

令和元年度

町の決算
みなさんが納めた税金や国からの交付金などの
収入を、どのような目的で、いくら使ったかを
お知らせします。
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住民１人当たりの金額：合計38万4,697円
� （令和２年３月末人口：３万３,５５３人）

民 生 費 教 育 費 総 務 費 衛 生 費

１０万９,７９９円 ５万８,６０９円 ７万４,８４８円 ２万８,５９４円

公 債 費 土 木 費 諸支出金 消 防 費

２万４,８３７円 ４万４０９円 ２万３,０９４円 １万５,４０５円

農林水産業費 議 会 費 商 工 費 災害復旧費

３,８９２円 ２,７５４円 ２,１７０円 ２８６円

○�（仮称）新宮ふれあいの丘公園
交流施設整備事業

� ２億９,９７６万円
○�そぴあしんぐう熱源空調および
照明機器更新事業

� ２億６,１２５万円
○新宮ふれあいの丘公園整備事業
　（グラウンド、緑道、管理棟）
� ２億１９０万円
○�小中学校・幼稚園特別教室等空
調設備設置事業� ７,６９５万円
○立花小学校トイレ改修事業                   
� ５,８１９万円
○（仮称）駅西口公園整備事業
� ４,１０５万円
○小万崎～柳ヶ浦線道路改良等事業�
� ３,４１０万円
○駅西口３号線道路改良事業
� ３,３１８万円
○�新宮町消防団第１分団格納庫新
築事業� ２,５１５万円
〇�新宮中学校グラウンド横駐車場
トイレ改修事業� ２,３４３万円

令和元年度に実施した

主な事業 支 出支 出

合計
129億773万円

民生費
36億8,407万円

教育費
19億6,652万円

総務費
25億1,136万円

衛生費
9億5,941万円

公債費
8億3,335万円

土木費
13億5,584万円

諸支出金
　7億7,487万円

消防費　5億1,690万円

農林水産業費　1億3,059万円

その他　1億7,482万円
［内訳］議会費� 9,242万円
　　　商工費� 7,281万円
　　　災害復旧費� 959万円

◇支　出
　支出は、平成３０年度よりも１８億３,７６１万円
少なくなりました。
　目的別にみると、総務費、民生費、諸支出金な
どが増え、教育費、衛生費などが減っています。
　総務費はふるさと納税事業の拡大に伴い、委託
料や使用料が増えたことなどから１億２,１１３万円
（対前年度比５.１％）増加、民生費は、障害者福祉
関連扶助費やプレミアム商品券事業費の増加など
で１億１,２０４万円（対前年度比３.１％）増加、諸

支出金は、ふるさと応援基金への積立金などによ
り２億８,１１４万円（対前年度比５９.２％）増加して
います。
　一方、教育費は新設中学校建設事業と新宮中
学校の給食室などの整備が終了したことにより、
２２億８,１４３万円（対前年度比５３.７％）減少、衛
生費は玄界環境組合への負担金が減少したことか
ら７,４００万円（対前年度比７.２％）減少していま
す。

令和元年度　町の決算 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）
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相島診療所事業特別会計

　相島にある町立診療所を運営するための会計です。
� 　収入　３,８９４万円
� 　支出　３,６６２万円
○年間延べ患者数　２,１７７人

簡易水道事業特別会計

　相島の水道事業を運営するための会計です。
� 　収入　１億４２０万円
� 　支出　１億３１２万円
○給水人口　２５２人　

水道事業会計

　相島を除く町の水道事業を運営するための会計
です。水道事業会計は、地方公営企業法が適用さ
れており、複式簿記による経理となります。
� 　収益的収入　７億９,４０４万円
� 　収益的支出　６億６,０７２万円
� 　資本的収入　　　５,４０９万円
� 　資本的支出　２億８,２７７万円
○給水人口　３万２,７９０人

公共下水道事業会計

　公共下水道事業を運営するための会計です。
　平成３０年度から地方公営企業法が適用されてい
ます。
� 収益的収入　　９億６,５１１万円
� 収益的支出　　８億７,２１６万円
� 資本的収入　　 　８億３７０万円
� 資本的支出 　１０億５,３７９万円
○処理区域面積　４３５ｈａ

相島漁業集落環境整備事業特別会計

　相島の下水道事業を運営するための会計です。
� 　収入　１,１０６万円
� 　支出　１,０３４万円

渡船事業特別会計

　新宮港と相島港の間を運航する渡船を運営する
ための会計です。
　� 収入　１億７,６０９万円
� 　支出　１億６,３７３万円
○年間乗客数　１８万８,２３６人
○年間運航回数　２,０９４回

国民健康保険特別会計

　国民健康保険制度を運営するための会計です。
� 　収入　２３億１,６２３万円
� 　支出　　 ２３億４９９万円
○加入世帯数　２,９８１世帯　

後期高齢者医療特別会計

　７５歳以上の人の医療制度を運営するための会計
です。
� 　収入　３億３,１８２万円
� 　支出　３億２,９３０万円
○被保険者数　２,７５０人　

住宅新築資金等貸付事業特別会計

　住宅新築資金などを貸し付けるための会計です。
現在は、新たな貸し付けを行っていないため、返
済事務のみとなっています。
� 　収入　　７７万円
� 　支出　　９５万円

特 別特 別 会 計会 計
　特別会計とは、特定の事業の内容や資金の運用
状況をより分かりやすくするために、一般会計と
分けて経理をする会計です。本町には、７つの特
別会計と２つの事業会計があります。

令和元年度　町の決算
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　財政健全化判断比率は、町の財政がどのような状況であるかを判断する比率です。
■健全化判断比率� （単位：％）

区　分 平成３０年度 令和元年度 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 － － １４.２９ ２０.０

②連結実質赤字比率 － － １９.２９ ３０.０

③実質公債費比率 　７.９ 　７.３ ２５.００ ３５.０

④将来負担比率 ８８.４ ８８.２ ３５０.００　 基準なし

①普通会計（一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・相島診療所事業特別会計）の赤字の状況
②全会計の赤字と黒字を合算したときの町の赤字の状況
③町の財政規模に対して町債（借金）の返済額がどれくらいあるかを表すもの
④町の財政規模に対して、町債など現在町が抱えている負債がどれくらいかあるかを表すもの
※①、②は全会計に赤字がないため「－」で表しています。

資金不足比率
会　計　名 平成３０年度 令和元年度

水 道 事 業 会 計 － －
公 共 下 水 道 事 業 会 計 － －
渡 船 事 業 特 別 会 計 － －
簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 － －
相島漁業集落環境整備事業特別会計 － －

　利用料金で運営する特別会計
の経営状況を判断する比率で
す。すべての会計に資金の不足
がないため、「－」で表していま
す。

財政健全化判断比率

基　金
■基金現在高

基金名 平成３０年度 令和元年度
積立基金 ３１億８,８３２万円 ３４億８,５０８万円
財政調整基金 ２４億６６４万円 ２４億６９６万円
減債基金 ３億４,９４５万円 ３億４,９４２万円
災害対策基金 ７０９万円 ７０９万円
ふるさと応援基金 ４億２,５１４万円 ７億２,０１７万円
森林環境譲与税基金 － １４４万円
定額運用基金 １億４,３９０万円 １億４,３９０万円
土地開発基金 １億４,０００万円 １億４,０００万円
国民健康保険高額療養資金貸付基金 １５０万円 １５０万円
国民健康保険出産資金貸付基金 ２４０万円 ２４０万円

合　計 ３３億３,２２２万円 ３６億２,８９８万円

　基金には、将来実施する事業の財
源として積み立てる積立基金と、特
定の事業を運営する資金となる定額
運用基金の２つがあります。家庭で
の預貯金にあたるものが、積立基金
です。令和元年度は、ふるさと応援
基金を４億２,５００万円取り崩しまし
たが、７億２,００３万円を積み立てた
ため基金が増えています。
　また、森林環境譲与税を積み立て
た森林環境譲与税基金を令和元年度
に新たに創設しています。

町　債
■町債現在高

会計名 平成３０年度 令和元年度
一般会計 １４１億２,５８１万円 １４０億３２８万円
渡船事業特別会計 １億４,８１３万円 １億３,２２７万円
簡易水道事業特別会計 １億１,１１０万円 １億１,９８４万円
水道事業会計 １５億４,５８１万円 １４億１,６０２万円
公共下水道事業特別会計 ５５億４,１２１万円 ５５億８,４４８万円
相島漁業集落環境整備事業特別会計 ３,６７０万円 ３,３８３万円

合　計 ２１５億８７６万円 ２１２億８,９７２万円

　町債とは、国や金融機関から
の借金のことで、特定の事業を
実施する場合に借り入れること
が認められています。平成３０
年度までは、一般会計の新設中
学校建設事業等の財源としての
町債の借入れが増えていました
が、当事業の終了も影響し、令
和元年度に新たに発行した町債
の額が償還額を下回ったため現
在高は減少しています。
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